
上下水道局における電力需給対策

【注】金額は、原則として消費税抜きで作成しています。

《３．参考資料》
　この報告書は、環境省が公表した環境報告ガ
イドライン及び環境会計ガイドラインを参考に
しています。

《１．対象期間》
■平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日

《２．対象事業》
■水道事業、工業用水道事業及び下水道事業

上下水道局では、平成１４年度から水道事業
を対象とし、事業活動における環境負荷状況や
環境保全のためのコストとその活動により得ら
れる効果を認識し、可能な限り定量的に測定し
た結果を市民、企業の皆様へお知らせするた
め、環境会計を導入しました。

平成１５年度決算版からは環境会計に加え、
事業活動における水環境の保全、省エネル
ギー、リサイクル等の環境保全への取組状況を
より詳細にお知らせするため、総合的な環境施
策を示す環境報告書を作成し、平成１６年度決
算版からは、対象事業に工業用水道事業を加え
ました。

下水道事業では、平成１６年度決算版から環
境会計を導入し、下水道の環境レポートを作成
しました。

平成２２年４月に下水道部門と水道部門を統
合し、上下水道局を設置したことに伴い、平成
２１年度決算版からは３事業を対象とした環境
報告書に改めました。

これらの取組を背景とし、上下水道局では局
における環境施策を総合的かつ計画的に推進す
るため、平成２３年度に「上下水道局環境計
画」を策定、公表しました。

環境計画年次報告書は、環境計画に対する年
次報告として、平成２４年度決算に基づき取り
まとめ、水の供給から排出された汚水の処理ま
での水循環を一体ととらえ、市民、企業の皆様
に事業活動における環境負荷の状況や環境保全
等の取組状況、上下水道局環境計画の進捗状況
を分かりやすくお知らせすることを目的として
います。
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はじめに

川崎市では、地球温暖化対策を総合的かつ計画的に

推進するため、平成２２年度に「地球温暖化対策推進

基本計画」（平成２３～３２年度）、同実施計画（平

成２３～２５年度）を策定し、市全体で取り組んでい

ます。

また、上下水道局では、水道事業、工業用水道事業

及び下水道事業を所管していますが、これら３つの事

業は、貴重な水資源を安全・安心な水道水として供給

し、排出される汚水を収集・処理し、放流するという

水循環の過程において、電力などの資源・エネルギー

を消費するとともに、浄水発生土や下水汚泥焼却灰な

どの廃棄物を排出していることにより、事業活動にお

いて地球環境に与える影響は少なくありません。

これらのことを踏まえて、上下水道局では、局にお

ける環境施策を総合的かつ計画的に推進するため、平

成２３年度に「上下水道局環境計画」を策定し、環境

報告書については、平成２３年度決算版から「環境計

画年次報告書」へと改め、計画の進捗状況や環境会計

等について報告をしています。

現在、上下水道局では、東日本大震災と東京電力

福島第一原子力発電所の事故を教訓に、今後の大規

模地震災害等を想定し、緊急・突発時における迅速

かつ適切な対応ができるよう安全・安心第一を念頭

に事業運営を進めています。また、電力需給バラン

スの確保に寄与するとともに、地球温暖化対策への

貢献や、電気料金の高騰による事業への影響を最小

限にするため、節電に向けた取組を継続実施してい

ます。

今後も全職員一丸となり、上下水道事業の重要な

使命である「安全で良質な水の安定供給」、「安定

した汚水処理による良好な放流水質の確保と公共用

水域の水質保全」に努めるとともに、局における環

境施策においても、持続可能な社会の構築を目指

し、よりよい環境を将来の世代に引き継ぐため、地

球環境問題への取組を積極的に進めていきます。
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